
３.災害時の諸課題について 

 （４）非常用電源の整備 

 

災害の際には、各自治体の庁舎等に「災害対策本

部」が設置され、被害状況の的確な掌握などの要とな

り、業務継続性の確保は極めて重要です。 

現在政府においては、災害に対する事前の備えとし

て、予断を持たずに最悪の事態を念頭に置き、人命を

最大限守り、経済社会が致命的な被害を受けず、被害

を最小化して迅速に回復する、いわば「強さとしなやかさ」を備えた安全安心な

国土・地域・経済社会を目指す取り組みを進めています。 

公明党はかねてより、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策の強化、災害ケ

ースマネジメントの仕組みづくりを進め、大規模災害に備えた機能補完・機能分

散型の国土形成への転換推進を訴えて参りました。 

地方公共団体においては災害発生直後に設置される「災害対策本部」の役割は

増しており、平成 28 年熊本地震などにおいても、救助活動など初動時の応急対

策を迅速かつ的確に行うために被害状況等の情報を一元的に把握する事の重要

性が改めて認識されました。 

消防庁は昨年３月、各都道府県消防・防災主管部長に対し、非常用電源の設置

等について、管内市町村に周知及び助言を行うよう要請をかけました。内容は、

災害対策本部が設置される庁舎において非常用電源を早急に整備すること、防

災基本計画に則り最低三日間以上の発電が可能な燃料の備蓄を行い、大規模災

害発生時を想定して７２時間は非常用電源の稼働時間を確保すること、非常用電

源の稼働を確実に行う為に浸水想定より上部へ設置するなど、浸水や地震に備

 



えた対策を行うこと、緊急防災・減災事業債を活用するなどして早急に実施する

ことなどを要請しています。 

令和 4年 6月現在の消防庁の全国調査によりますと、非常用電源の設置済団

体数は、都道府県で設置率１００%、市町村は１，６６８団体が設置済みで、設置率

は９５，８％。一方、消防庁が求める稼働時間７２時間以上の団体数は、市町村で

は９７３、設置率５８．３％と大きく低下します。本県では非常用電源設置済みの５

５自治体の内、２３自治体が７２時間以上稼働可能な電源を確保。設置率４１，8%

であり、全国水準を大きく下回っている事が浮き彫りとなりました。 

低水準の要因は、燃料の備蓄スペース等がないこと、対策に多額の費用がかか

ることなどが考えられますが、災害が頻発化する中で72時間以上稼働可能な電

源確保は市民の日頃の安心感、なにより県民の生命と財産を守る事に直結しま

す。 

そこで、県として、災害対策本部が設置される庁舎における 72 時間以上稼働

可能な非常用電源の確保について、市町村にどのような働きかけを行っている

のか、今後の取組に対する知事の考えと併せて伺います。 

 

【服部知事の答弁】 

県では、国の通知に基づき、全ての市町村に対し、①庁舎における非常用電源を整備する

こと ②７２時間稼働するための燃料をあらかじめ備蓄すること ③停電の長期化に備え、

燃料販売事業者との優先協定の締結を進めること――について要請しています。さらに、燃

料タンクの増設やそのためのスペースの確保が必要な場合は、財政負担の軽減が図れる緊急

防災・減災事業債を紹介し、早期整備を促しています。 

今後、非常用電源が未設置、あるいは７２時間以上稼働に要する備蓄等に対応できていな

い市町村に対し、実態を把握した上で個別ヒアリングを実施し、改めて必要性をしっかり説



明し、速やかな整備、備蓄を働きかけることとしています。 

  



 


